事業仕分けについて

最後に、発言通告をしていませんでしたが、事業仕分けについて、答弁は求めませんが、一言、言わせていただきます。

今年度から広島市事務事業見直し等検討委員会、いわゆる事業仕分けを行うこととなっています。毎年50件程度行うこととなっており、委員10名のうち2名は市民から選任され、他の8人の学識経験者委員は県外が4人、県内からは4人とされています。

一方、広島県でも事業仕分けが実施されており、広島県議会でも事業仕分けに取り組むこととしたと聞いています。そこで提案させていただきますが、本市の事業仕分けにあたりましては、学識経験者委員８人の内、長年にわたって本市の予算審査を経験し、事業の主旨や内容、事業の問題点を熟知している市議会を代表する議員を委員に選任されてはいかがでしょうか。

ご承知の通り国の事業仕分けでは、国会議員と民間の学識経験者で実施されています。こうした事例を踏まえ市議会を代表する議員が加わったほうが良いと思いますがいかがでしょうか。

また、本市の新基本構想・新基本計画の策定に当たっても、特別委員会を設置して、議会の意見を計画に盛り込むことにしました。

また、本市の事業仕分けにあたっては、平和文化センターなどの外郭団体や色々と設置されている特別会計も対象とすべきだと考えます。

ぜひ検討していただくよう、提案させていただき、一般質問は終わります。

ご清聴ありがとうございました、

